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1.　石油天然ガス資源開発５カ年計画（昭和30年度～平成11年度）
(1) 第１次５カ年計画（昭和29年９月）（昭和30年度～36年度）
　　　わが国における石油の総合的・統一的な探鉱及び二次採取法の計画を策定する。
　　　既存油田と新油田からの生産及び二次採取の実施により、５カ年計画終了時に年間100万  
　　㎘の原油生産を確保する。
　　
(2) 第２次５カ年計画（昭和36年９月）（昭和37年度～40年度）
　　　第１次計画の油のみの対象に対し、天然ガスも加えた一括した総合探鉱計画とする。

(3) 第３次５カ年計画（昭和40年８月）（昭和41年度～44年度）
　　　技術力の進歩を踏まえ、深層探査及び海上掘削により未探鉱地域の探鉱を促進する。
　　　また、海域における探鉱範囲を拡大するため、海洋掘削装置を新たに調達する。

(4) 第４次５カ年計画（昭和44年７月）（昭和45年度～48年度）
　　　大陸棚の全域にわたる基礎物理探査及び東北日本海側陸域深層部、北海道、九州の新地域
　　における白亜紀層を重点とする基礎物理探査と基礎試錐を実施する。

　４-⑴第４次５カ年計画の修正（昭和49年６月）（昭和49年度～51年度）
　４-⑵第４次５カ年計画の修正（昭和51年12月）（昭和52年度～54年度）
　　　　第４次５カ年計画で行われてきた水深200m以浅の海域での基礎物理探査を拡大し、水
　　　深200m以深の大陸斜面から深海部について基礎物理探査を行うこととする。

(5) 第５次５カ年計画（昭和54年７月）（昭和55年度～59年度）
　　　海域は水深200-500mの対象海域における基礎試錐及び水深500-2,000mの対象
　　海域における基礎物理探査を、陸域は東北日本海側以外の石油・天然ガス賦存可能性が高い
　　新地域において基礎物理探査及び基礎試錐を実施する。

(6) 第６次５カ年計画（昭和59年８月）（昭和60年度～平成元年度）
　　　陸域、海域ともに基本的な調査はほぼ一巡したため、一部地域を除き未探鉱の深部層（日
　　本海側においては深部火山岩（グリーンタフ）、北海道においては古第三紀層及び白亜紀層）
　　に重点をおき基礎調査を実施することとする。

(7) 第７次５カ年計画（平成元年７月）（平成２年度～６年度）
　　　基礎調査の最重点は、「第６次５カ年計画」とほぼ同じ。基礎調査において技術開発の実
　　証・活用を行うこととする。

(8) 第８次５カ年計画（平成６年６月）（平成７年度～11年度）
　　　新地域の深部グリーンタフ、古第三紀層、白亜紀層、新しい型の鉱床の調査及びメタンハ
　　イドレートなどの非在来型天然ガスの基礎的研究・調査を実施することとする。

2.　国内基礎調査実施検討委員会の設置（平成12年度～）
 ・ 平成12年8月、石油審議会開発部会基本政策小委員会国内石油・天然ガス基礎調査検討ＷＧ
　　が今後の基礎調査のあり方について取りまとめた。以後は、従来の年次計画方式を廃止し、
　　資源エネルギー庁資源燃料部内に設置された国内基礎調査実施検討委員会の審議を経て、基
　　礎物理探査及び基礎試錐の実施場所を選定することとした。

(1) 平成20年2月に三次元物理探査船「資源」を公船として導入した。
(2) 平成21年3月、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画を策定し、平成30年度までに三次元基礎
　　物理探査を約6.2万平方キロメートル実施する等の目標を設定した。
(3) 平成２５年１２月、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画を改定し、三次元物理探査を年間６０００
　　平方キロメートル実施する等の目標を新たに設定した。　
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⑵　地質年代表

完新世

更新世

鮮新世

中新世

漸新世

始新世

暁新世

後期

前期

Holocene

Pleistocene

Pliocene

Miocene

Oligocene

Eocene

Paleocene

Late

Early

0.0117

2.588

5.332

23.03

33.9

55.8

65.5

99.6

145.5

161.2

175.6

199.6

228.7

245.9

251.0

299.0

359.2

416.0

443.7

488.3

542.0

参考：わが国の主要な油・ガス田の産出層は新第三紀層であるが、
　　　世界的には白亜紀のものが多い。

出典：International Commission of Stratigraphiy（ICS）（2009年）
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原 油

（例）岩船沖原油（中質油）の性状
 ガソリン分
 灯油分
 軽油分
 重油分以上

30％（vol.)
10％
10％
50％

 硫黄分 0.4％（wt.）

天然ガス

（例）東新潟ガス田　 （構造性ガス）：メタン87％
　　　南長岡ガス田　 （構造性ガス）：メタン83％
　　　茂 原 ガ ス 田 　（水溶性ガス）：メタン99％

　：各種の液状炭化水素を主成分とし、微量の硫黄、窒素等を含む。

　　　：坑口から産するガスはメタンを主成分とする。比重は空気に対
して約0.56と軽い。

水溶性天然ガスとヨード（I2）：わが国のヨードの生産量は、10,180
トン（平成28年）で、主として水溶性天然ガスの付随水（かん水）から
生産され（うち千葉県8,260トンで、全体の約81％、新潟県1,070トン、
宮崎県850トン）、世界のヨード生産量33,280トン（推定値）の約31％
を占め、チリ（19,000トン（推定値））に次ぐ世界二位の生産量を誇る。

ＬＮＧ（Liquefied Natural Gas)：天然ガスを-162℃以下に冷却して液化
にしたものである。体積は、気体の約1/600になり輸送・貯蔵に便利となる。
ＬＮＧは専用タンカーで海上輸送され、受入基地のタンクに貯蔵された後、
ＬＮＧ気化装置によって天然ガスに戻され消費者に供給される。

メタンハイドレート：メタン分子を水分子が包摂するかご状構造の結晶で、
氷状の水和物である。海洋底、永久凍土地帯等に存在することが知られ、
非在来型ガス資源としてそのポテンシャルと今後の開発に期待がかけられ
ている。

シェールガス：主に砂岩層が貯留層となっている従来のガス田ではなく、泥岩
（頁岩=シェール）層に含まれる非在来型天然ガスの一種である。砂岩層
と比較して孔隙率、浸透率ともに非常に低いため1坑井あたりの生産レー
トは在来型に比べて1桁以上低く、生産量確保のためには多くの坑井数を
必要とする。シェールガスの可採埋蔵量は6千tcf以上と推定されている。

－２－

⑴ 用 語 メ モ

－19－

　55万㎘

２

３

４

５

６

７

８

９

10

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ） 県 名 増 減生 産 量

（単位：千㎘）

構成比（％）

１ 南 長 岡（INPEX）

吉　　井（ＪＡPEX）

申　　川（ＪＡPEX）

その他

みなみながおか

や ば せ

よ 　 し 　 い

さ る か わ

い わ ふ ね お き
岩　船　沖（※1）

八　　橋 （INPEX）

由利原（ＪＡPEX）（※2）
ゆりはら

合 　 計

新 潟

秋 田

549

新 潟

新 潟

100.0

（注）

※1    日本海洋石油資源開発、石油資源開発、三菱ガス化学     　
　　（※印は海洋プロジェクト、下線はオペレーター）
※2    由利原には鮎川も含む

（対前年度）

秋 田

⑴　　原 油

片　　貝（ＪＡPEX）
か た か い

29－

秋 田

ゆ う ふ つ
勇　　払（ＪＡPEX） 北海道

南 桑 山 （INPEX）
みなみくわやま

新 潟

新 潟

東新潟（ＪＡPEX/MGC）
ひがしにいがた

新 潟

 180 16 32.7

 88 －12 16.0

 68 －6 11.7

 64 －15 12.3

 35 －4 6.4

 34 －4 6.3

 19 0 3.5

 13 －1 2.4

 12 －1 2.1

 9 －1 1.7

 27 0 4.9

1.　わが国の原油・天然ガス生産量一覧（平成28年度）

INPEX
JAPEX
MGC

：国際石油開発帝石
：石油資源開発
：三菱ガス化学
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⑵　天然ガス　28億m3（原油換算280万㎘）

（天然ガス１百万m3は原油１千㎘）

２

５

６

７

８

９

10

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ）

県 名 増 減生 産 量

　（単位：百万m3）

（対前年度）
構成比（％）

１ 南  長  岡（INPEX）

大　　洋（ISE）☆

その他

みなみながおか

合同千葉（GS）☆
ごうどう ちば

合 　 計

新 潟

新 潟

2,795

３

４

吉　　井（JAPEX）
よ 　 し 　 い

100.0

－３－

東　　金（AGC）☆
と う が ね

千 葉

千 葉

千 葉

た い よ う

東新潟（ＪAPEX/MGC）
ひがしにいがた

82

新 潟

岩　船　沖（※1）
い わ ふ ね お き

ゆ う ふ つ

か た か い

勇　　払（ＪAPEX）

茂 原（KNG）☆
も ば ら

千 葉

北海道

片　　貝（ＪAPEX）

新 潟

新 潟

 1,340  125  47.9

 421  37  15.1

 178  －8  6.4

 176  －14  6.3

 120  －1  4.3

 109  －33  3.9

 106  －18  3.8

 84  －7  3.0

 33  0  1.2

 32  －1  1.1

 196  1  7.0

18．   平成２８年後半から２９年の主な動き

KNG  　　関東天然瓦斯開発
GS    　　合同資源

　：
　：

： 旭硝子AGC
： 伊勢化学ISE

（☆印は水溶性天然ガス）

（注）

－18－

平成28年
 10月：

：

：
：
：
：

11月：
12月：

211（279）
合格者数

　　　　　　　　　　［平成28年度　鉱場技術保安管理士試験結果］

受験者数 合格率 法令試験合格率 技術試験合格率
48（83） 22.7％（29.7） 29.9％（32.8） 63.5％（62.9）

（　）は１科目受験を含む全受験者

187（278）
合格者数

　　　　　　　　　　［平成29年度　鉱場技術保安管理士試験結果］

受験者数 合格率 法令試験合格率 技術試験合格率
36（84） 19.3％（30.2） 34.2％（41.1） 34.0％（33.7）

（　）は１科目受験を含む全受験者

天然ガス鉱業会が、平成 27 年度揮発性有機化合物（VOC）排出抑制に係る自主行動計画の進捗状況を報告。
石油資源開発㈱が、福島県相馬港における天然ガス火力発電事業の事業化決定並びに本事業への三
菱ガス化学㈱を含む新パートナー参画による事業の推進について公表（10 月 11 日）。
鉱山保安推進協議会が、同会会長表彰式を経済産業大臣表彰式と合同で開催（10 月 12 日）。
国際石油開発帝石㈱が、富山ライン建設工事の竣工式を執り行い、ライン全体の供用開始を公表（10 月 28 日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 28 年度鉱場技術保安管理士試験を全国７会場で実施（10 月 28 日）。
国際石油開発帝石㈱が、山口県及び島根県沖合における試掘調査の終了を公表（10 月 28 日）。

「独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法の一部を改正する法律」が公布・施行（11 月 16 日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 28 年度鉱場技術保安管理士試験の合格発表（12 月２日）。

平成29年
 2月：

4月：
5月：

：
6月：

：

：
：

7月：
：

：
10月：

：
：

：

：
11月：

12月：

 ：

資源エネルギー庁が、「本邦における資源開発の在り方に関する検討会」の検討結果をとりまとめ、
公表（２月 24 日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験の現場作業を試験海域にて開始（４月７日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験のガス生産実験を開始（５月４日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験のガス生産実験を一時中断（５月 15 日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験の 2 本目の生産坑井でメタンガスの生産を
確認（６月５日）。
石油資源開発㈱が、勇払ガス田の既発見未開発層である滝ノ上層における原油開発の開始について
公表（６月 22 日）。
JOGMEC が、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験を終了（６月 28 日）。
経済産業省総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会が、資源・燃料政策全体の検討課題の方向
性に関し最終報告書をとりまとめ（６月 30 日）。
JOGMEC が、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験の現場作業を終了（７月７日）。
三菱ガス化学㈱及び㈱東邦アーステックが協賛し、新潟日報社がみらい大学みらい学科「誇れる資
源力Ⅱ」天然ガスとヨウ素生産現場見学会（７月 29 日）、トークセッション＆科学実験ショー（９
月３日）を開催。
石油資源開発㈱が、「福島天然ガス発電所」建設工事の着工について公表（７月 31 日）。
天然ガス鉱業会が、平成28年度揮発性有機化合物（VOC）排出抑制に係る自主行動計画の進捗状況
を報告。
鉱山保安推進協議会が、同会会長表彰式を経済産業大臣表彰式と合同で開催（10 月 11 日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 29 年度鉱場技術保安管理士試験を全国７会場で実施

（10 月 27 日）。
経済産業省が、LNG 市場の生産者、消費者双方の最新の動向について認識を共有するため「LNG
産消会議 2017」を開催（10 月 18 日）。
天然ガス鉱業会が創立 60 周年記念式典を開催（10 月 31 日）。
石油資源開発㈱が、相馬 LNG 基地と仙台新潟ライン岩沼バルブステーションを結ぶ相馬・岩沼関
ガスパイプラインの供用開始を公表（11 月１日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 29 年度鉱場技術保安管理士試験の合格発表（12 月１日）。

石油資源開発㈱が、12 月１日に相馬 LNG 基地の試運転を開始し、同６日に LNG 船第一船が入港
したことを公表（12 月４日、６日）。
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17.　平成２８年度エネルギーに関する年次報告　資源エネルギー庁
エネルギー白書2017（平成29年6月2日）抜粋

－17－

17,840

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ） 県 名 構成比(％)

八　　　　橋 （INPEX）

南 　 阿 　 賀 （INPEX）

頸　　　　城 

東　新　潟（JAPEX/MGC）

申　　　　川 (J A P E X )

吉　　　　井 (J A P E X )

見　　　　附 (J A P E X )

東 　 柏 　 崎  （INPEX）

阿 　 賀 　 沖  ＊

そ 　 の 　 他

や　　ば　　せ　

み な み あ が

く　　び　　き

ひがしにいがた

さ　る　か　わ

ゆ　う　ふ　つ

よ し い

勇　　　　払(J A P E X )

み つ け

ひがしかしわざき

あ　が　お　き　

秋 　 田

秋 　 田

秋 　 田

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

岩 　 船 　 沖  （※1）
い わ ふ ね お き

28.7

100.062,088全 国 総 累 計 生 産 量

　西山は高町、宮川、別山を含む。
　由利原は鮎川を含む。
　（＊印は生産終了）

⑴　原油　6,209万
2.　わが国の原油・天然ガス累計生産量一覧（平成28年度末）

累計生産量

（単位：千　）

＊

㎘ ㎘

北海道

由 　 利 　 原 ( J A P E X )  
ゆ　り　は　ら　

新 　 潟

南  長  岡   
みなみながおか

新　　　　　津　　＊
に　　い　　つ

西 　 　 　 山  ＊ 
に し や ま

（INPEX）

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

5,725 9.2

5,449 8.8

3,585 5.8

3,398 5.5

3,320 5.3

3,026 4.9

2,960 4.8

2,822 4.5

2,556 4.1

2,419 3.9

2,284 3.7

1,831 2.9

1,757 2.8

1,683 2.7

1,434 2.3

第3部　第1章　第３節　石油・天然ガス等国産資源の開発の促進
国内のエネルギー・鉱物資源は、最も安定した資源であり、海洋の資源開発は新たな供給源となり得

る極めて重要な存在です。そのため、海洋基本法（2007年7月施行）に基づく「海洋基本計画」
（2008年3月策定、2013年4月改訂）を踏まえて「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」（2009年3
月策定、2013年12月改訂）を策定し、その開発を計画的に進めてきました。同開発計画では、鉱種ご
とに、開発の目標と達成に至る筋道、必要となる技術開発を明記するとともに、各省庁間の連携、国と
民間の役割分担、さらには、横断的配慮事項として、人材育成、国際連携、海洋の環境保全、国民の理
解促進に留意して、適切に開発を進めることとしています。なお、同開発計画における各資源に係る工
程表については、進捗に応じて、方向性の確認・見直しを行う予定です。

在来型の石油・天然ガスについては、我が国周辺海域の資源ポテンシャルを把握するため、エネル
ギー基本計画に基づき、三次元物理探査船「資源」により、毎年概ね6,000㎢、2018年度までに概ね
6.2万㎢の基礎物理探査を実施する予定です。2016年度までに4.8万㎢の探査を実施し、この中から70
箇所以上の石油・ガスポテンシャルがある構造が見出されています。引き続き、有望海域において基礎
試錐を機動的に実施します。また、これらにより得られた地質データ等をもとに、我が国の堆積盆地の
資源ポテンシャルの再評価を進めます。その成果は民間企業に引き継ぎ、探鉱活動の促進を図ります。

非在来型の天然ガスである水溶性天然ガスについては、我が国は世界最大の生産国であり、これらに
含まれるヨードの生産量は世界の3割以上（世界第2位）を占める重要な資源です。水溶性天然ガスの
生産量拡大や効率的開発を目指し、2015年3月に業界及び有識者からなる「水溶性天然ガス田の生産
に係る技術検討会」において取りまとめた、かん水還元強化技術の調査・試験を2015年度から実施し
ています。引き続き、我が国の貴重な国産資源である水溶性天然ガスの生産量拡大や地盤沈下対策を進
めます。

次世代のエネルギーとして期待されているメタンハイドレートは、メタンガスと水が低温・高圧の状
態で結合した氷状の物質で「燃える氷」とも称されます。

主に太平洋側に確認されている砂層型メタンハイドレートについては、2013年3月に、海域におい
て世界初となるガス生産実験（海洋産出試験）を実施し、6日間の連続生産に成功しました。現在は第
1回の海洋産出試験で明らかになった課題の解決等を主な目的とした、第2回の海洋産出試験に向けた
準備を進めており、2016年5月から6月にかけて試験海域において試験の実施に向けた事前の掘削作業
を実施しました。第2回の海洋産出試験は2017年４月から6月にかけて実施予定です。この結果を踏ま
えつつ、民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトの開始に向けて、国際情勢をにらみつつ技術
開発を進めてまいります。

また、主に日本海側に確認されている表層型メタンハイドレートについては、まず資源量把握が課題
であり、2013年度から2015年度にかけて、日本海側を中心に資源量の把握に向けた調査を実施し、
2016年9月に3年間の調査の検討結果の公表を行いました。調査の結果、メタンハイドレートが存在す
る可能性があるとされる「ガスチムニー構造」を合計で1,742か所確認するとともに、上越沖の1か所
においては、表層型メタンハイドレートの存在量を試算し、その結果を公表しました。この調査結果を
踏まえ、2016年後半から表層型メタンハイドレートの回収技術の調査研究を開始しました。今後は、
回収技術の調査研究を継続するとともに、これまでに収集された様々な測定データや地質サンプルの分
析・解析作業等を着実に進めていきます。さらに、回収技術の調査研究の進展に伴い、将来的に現場で
の回収試験等を行う際に必要となる情報を収集しておくため、海底下の地層における表層型メタンハイ
ドレートの分布、形態の特徴やその周辺の地盤の特性等を解明するための調査を実施します。
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⑵  天然ガス 1,408億m3（原油換算14,079万㎘）

24,415

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ） 県 名 構成比(％)

そ　の　他

な か じ ょ う

く　　び　　き

ひがしにいがた

し ん た い な い

よ　　し　　い

あ　が　お　き　

にしかんばら

１
吉　　　　井         （  ＪＡPEX）

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

２

ひがしかしわざき
東 　 柏 　 崎  （INPEX）

４ 東　新　潟（ＪＡPEX/MGC）

５

中　　　　条 （JX）

６

頸　　　　城 

７

阿 　 賀 　 沖

北 海 道９

10

ゆ　う　ふ　つ
勇　　　　払（ＪＡPEX）

12

新　胎　内

みなみながおか
南 　 長 　 岡 （INPEX）

13

西　蒲　原（TOHO）15

岩　船　沖

17.3

140,786 100.0全 国 総 累 計 生 産 量

　（天然ガス１百万m3は原油１千㎘）

累計生産量

（単位：百万m3）

３

８

千 　 葉

千 　 葉

福 　 島

茂　　　原（KNG）☆
も　　ば　　ら

11

合 同 千 葉 （GS）☆
ご う ど う ち ば

14

磐 　 城 　 沖
い わ き お き

☆

JX　　  
GS　　  合同資源
TOHO　東邦アーステック

＊

＊

＊

＊

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

いわふねおき

：
：

（※1）

 JX石油開発

15.　世界の原油埋蔵量（平成28年末）

16.　世界の天然ガス埋蔵量（平成28年末）

単位：億KL、括弧内は構成比（％）

単位：兆m3、括弧内は構成比（％）

(注) 原油１億bblは約1,590万
出典：BP Statistical Review of World Energy(2017年版)

アフリカ
 203（7.5）

ＵＡＥ
  156（5.7）

イラン
  252（9.3）

アジア・大洋州
　77（2.8）

その他中南米 
56（2.0）

サウジアラビア
　424（15.6）

　 ヨーロッパ 
　  83（3.0）

その他中東
58（2.1）

ベネズエラ
　478（17.6）

　　　ロシア
　 32.27（17.3）

　　イラン
　33.50（18.0）

アジア・大洋州 
　17.54（9.4）

アフリカ
14.25（7.6）

　 トルクメニスタン 
　17.48（9.4）

中南米
　7.83（4.2）

北米
　10.89（5.8）

　 その他ヨーロッパ 
　6.94（3.7）

   その他中東 
　13.15（7.0）

カタール
24.30（13.0）

　　イラク
　  243（9.0）

(注)ガス１Tcf＝１兆立方フィートで約283億
出典：BP Statistical Review of World Energy(2017年版)

㎘として換算

m3

　　クウェート
　   161（5.9） 

　　　ロシア
　   174（6.4）

北米
　349（12.9）

＊

＊

＊

＊

＊

＊＊

＊

＊

＊

＊

＊＊

＊＊

＊＊

億KL
2,714

サウジアラビア 
　8.43（4.5）

か　た　か　い
片　　　　貝（ＪＡPEX）

 187
 兆m3

＊

（注）
：

　（＊印は生産終了）

 24,380 17.3

 12,045 8.6

 11,095 7.9

 9,969 7.1

 9,794 7.0

 7,955 5.7

 6,877 4.9

 6,043 4.3

 5,819 4.1

 5,168 3.7

 4,222 3.0

 4,073 2.9

 3,933 2.8

 2,624 1.9

 2,375 1.7

＊＊
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ガ　ス

3. わが国の稼行鉱山（石油・天然ガス）数

 都道府県別

北　海　道
秋　　　田
山　　　形
福　　　島

新　　　潟

静　　　岡
長　　　野

東　　　京
千　　　葉

宮　　　崎

合　　　計

合　計石油・ガス 水 溶 性
ガ 　 ス

－６－ －15－

平成25年末 　12 　　11 　36 　59

平成26年末 　12 　　11 　35 　58

平成27年末 　13 　　11 　35 　59

生 産 量生 産 量 埋 蔵 量 埋 蔵 量R/P
(年)

R/P
(年)

ベネズエラ
ロ シ ア

イ  ラ  ン

ア メ リ カ
カ ナ ダ

日 　 　 本
世 界 合 計

　原　　油　（万㎘） 　天然ガス　（億m3）

　　BP Statistical Review of World Energy 2017年版
　　日本の原油・天然ガス埋蔵量は、平成28年度末の数値（天然ガス鉱業会）。
　　なお水溶性天然ガスの埋蔵量は上記には含まれていない。

12．わが国の一次エネルギー供給シェア
平成27年度 平成28年度（速報値）

石　　油　40.3％　

石　　炭　25.5％　

（出典）資源エネルギー庁HP「平成28年度エネルギー需給実績（速報）」

13．原油・LNG（液化天然ガス）の輸入状況（平成28年度）
原油輸入量
LN G輸入量

19,105万㎘
  8,096万㌧（1,133億m3）
（LNG１㌧は約1,400m3）

14．世界の原油・天然ガスの生産量と埋蔵量（平成28年末）

（出典）

 ⑴

⑵　石油 / 可燃性天然ガス別

（出典）資源・エネルギー統計年報（石油）（平成28年）

オーストラリア

サウジアラビア
ナイジェリア

中 　 　 国

イ ギ リ ス

ブ ラ ジ ル

カ タ ー ル

沖　　　縄

天然ガス　24.0％

原 子 力   　　   0.4％
水　　力　　3.6％　
再生可能　  3.5％　

　39.0％　

　25.0％　
　24.7％

　  0.7％
　　3.3％　
　  4.3％　

未活用　　  2.8％　 　  2.9％　

愛　　　知
山　　　口

平成25年末

5

2
1
1

16
4
1

5

9

59

11

4

0

平成26年末

5

2
1
0

16
4
1

5

9

58

11

4

0
－ －

平成27年末

59

5
9
2
1
0

11
17

4
1
0
－
5
4

71,695
25,885
15,117
13,988
65,158
5,877

26,695
11,022
71,669
11,912
2,083

23,209
55

534,793

762,993
2,727,038

200,876
4,783,960
1,741,050

40,423
2,518,560

401,380
4,236,634

589,286
63,354

407,915
568

27,136,053

11
105
13

342
27
7

94
36
59
49
30
18
10
51

12
14
16

166
56
5

165
134
77

118
38
39
13
53

7,492
1,520

235
343

5,794
410

2,024
1,812
1,094

449
912

1,384
23

35,516

87,139
21,713
3,717

57,016
322,710

2,070
335,000
242,991
84,271
52,843
34,714
53,662

291
1,865,739

平成28年末

63

6
9
2
1
0

11
17

4
1
1
1
5
5

平成28年末 　15 　　12 　36 　63

出典：鉱山保安統計（鉱山・火薬類監理官付）
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－14－

４．油・ガス田の発見と開発

昭和48年以降に発見され、生産に移行した油・ガス田

発見油・ガス田名 県 名 発見年 生産開始

※

※

※

磐 城 沖 ガ ス 田 福　島 昭和48年

片貝ガス田（深層） 新　潟

新　潟

昭和53年

南 長 岡 ガ ス 田

南 桑 山 油 田

〃 昭和54年

阿 賀 沖 北 油 田 〃 昭和56年

由利原油・ガス田 秋　田 昭和51年

岩船沖油・ガス田 新　潟 昭和58年

平成15年

勇 払 油 ・ ガ ス 田 平成元年

鮎 川 油 ・ ガ ス 田 秋　田 平成元年

（注）※海域（オフショア）油・ガス田
　　

－７－

北海道

11．国内基礎調査（試錐）

▲
小国

凡　例
　　基礎試錐実施地

平成16年度

＜ 基 礎 試 錐 ＞

新津

東海沖～熊野灘（　の三海域対象）

佐渡南西沖 ▲

▲

(左欄両作業
を一部継続）

南海トラフ

（H16 実績）

※平成17年度～24年度は実績なし。

昭和59年　7月

昭和59年　7月

昭和59年　9月

昭和59年10月

昭和59年12月

平成15年12月

平 成 2 年 1 2 月

平 成 7 年 1 2 月

平 成 8 年  1 月
▲

平成15年度

東海沖～熊野
灘 (＊) メタン
ハイドレート
対象

佐渡南西沖
（新潟沖）

佐渡南西沖
（新潟沖）

出典：資源エネルギー庁

海

　
　域

陸

　域

平成13年度

新 　 　 津
（新潟県）

(H14実績)

平成14年度

▲

▲
▲

▲

上越海丘
▲

平成25年度 平成28年度
上越海丘
（新潟沖）

島根・山口沖

生 産 終 了
平成5年3月
　

）

）

）

）生 産 終 了
平成19年7月

小国

島根・山口沖

新津

チカツプ
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－13－－8－

５．わが国の原油・天然ガス可採埋蔵量（平成28年度末）

６．海洋石油・天然ガス開発プロジェクトの現状

平成28年度評価・国産原油・天然ガス可採年数（R/P）

生産量
（P）

原　油（万㎘） 天然ガス（億m3）
埋蔵量
（R）

可採年数
(R/P)

陸　域
海　域
合　計

46
9

55

532
36

568

12
4

10

生産量
（P）

埋蔵量
（R）

可採年数
(R/P)

21
2

23

286
5

291

13
3

13
 （注）水溶性天然ガスを除く。

石 油 資 源 開 発

日本海洋石油資源開発

三 菱 ガ ス 化 学

岩船沖油・ガス田

47

33

20

権 　 益 　 比 　 率

（％）

沖合（水深）

km(m)

生産開始 開　発
投資額

（億円）

平成28年度生産量

原　油
（千㎘）

天然ガス
（百万m3）

H. 2.12 215 88

549

176

2,797全 国 計（陸域＋海域）

　原油の可採埋蔵量は、568万㎘で、平成28年度の生産規模
で約10年分。天然ガスの可採埋蔵量は291億m3で、同生産規
模で約13年分。

4 (36)

水溶性天然ガス埋蔵量
　南関東ガス田：6,843.2億m3

　新潟ガス田：1,056.8億m3

　宮崎ガス田：348.5億m3

出典：「平成20年度地下水賦存量調査報告書」 産業技術総合研究所(経済産業省委託調査)

焼津
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－12－

10. わが国の油・ガス田分布図

南城ユインチ那覇第一

824

3,936

759

－9－

天然ガス
原　　油

７.　わが国の原油・天然ガス生産量推移

千百
万

８.　需要先別天然ガス出荷・消費量（平成28年度）
天然ガス出荷・消費量合計＝42.4億

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

13 14 15

ガス業
（56％）

電気業
（10％）

その他
（12％）

原油・天然ガス鉱業

化学工業
（13％）

16 17

4,000

18 19m3

m3

20 21 22 23 24 26 2725

4,500

5,000

（10％）

2,499 2,467 2,752 2,814 2,957 3,140 3,408 3,729 3,706 3,555 3,343 3,1773,334

3,260 3,201

3,508
3,644

3,817

4,051

4,313

4,708 4,679

4,472

4,195 4,159

761 734 756 830 860 911 905 979 973 917 853 824

（天然ガス1百万 m3は原油1千　に換算）㎘

平12年度

出典：資源・エネルギー統計月報（平成29年）

3,608

2,940

668

3,372

2,746

626

3,293

2,715
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28

3,346

2,797

549
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－12－

10. わが国の油・ガス田分布図

南城ユインチ那覇第一

824

3,936

759

－9－

天然ガス
原　　油

７.　わが国の原油・天然ガス生産量推移

千百
万

８.　需要先別天然ガス出荷・消費量（平成28年度）
天然ガス出荷・消費量合計＝42.4億

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

13 14 15

ガス業
（56％）

電気業
（10％）

その他
（12％）

原油・天然ガス鉱業

化学工業
（13％）

16 17

4,000

18 19m3

m3

20 21 22 23 24 26 2725

4,500

5,000

（10％）

2,499 2,467 2,752 2,814 2,957 3,140 3,408 3,729 3,706 3,555 3,343 3,1773,334

3,260 3,201

3,508
3,644

3,817

4,051

4,313

4,708 4,679

4,472

4,195 4,159

761 734 756 830 860 911 905 979 973 917 853 824

（天然ガス1百万 m3は原油1千　に換算）㎘

平12年度

出典：資源・エネルギー統計月報（平成29年）
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－13－－8－

５．わが国の原油・天然ガス可採埋蔵量（平成28年度末）

６．海洋石油・天然ガス開発プロジェクトの現状

平成28年度評価・国産原油・天然ガス可採年数（R/P）

生産量
（P）

原　油（万㎘） 天然ガス（億m3）
埋蔵量
（R）

可採年数
(R/P)

陸　域
海　域
合　計

46
9

55

532
36

568

12
4

10

生産量
（P）

埋蔵量
（R）

可採年数
(R/P)

21
2

23

286
5

291

13
3

13
 （注）水溶性天然ガスを除く。

石 油 資 源 開 発

日本海洋石油資源開発

三 菱 ガ ス 化 学

岩船沖油・ガス田

47

33

20

権 　 益 　 比 　 率

（％）

沖合（水深）

km(m)

生産開始 開　発
投資額

（億円）

平成28年度生産量

原　油
（千㎘）

天然ガス
（百万m3）

H. 2.12 215 88

549

176

2,797全 国 計（陸域＋海域）

　原油の可採埋蔵量は、568万㎘で、平成28年度の生産規模
で約10年分。天然ガスの可採埋蔵量は291億m3で、同生産規
模で約13年分。

4 (36)

水溶性天然ガス埋蔵量
　南関東ガス田：6,843.2億m3

　新潟ガス田：1,056.8億m3

　宮崎ガス田：348.5億m3

出典：「平成20年度地下水賦存量調査報告書」 産業技術総合研究所(経済産業省委託調査)

焼津
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－14－

４．油・ガス田の発見と開発

昭和48年以降に発見され、生産に移行した油・ガス田

発見油・ガス田名 県 名 発見年 生産開始

※

※

※

磐 城 沖 ガ ス 田 福　島 昭和48年

片貝ガス田（深層） 新　潟

新　潟

昭和53年

南 長 岡 ガ ス 田

南 桑 山 油 田

〃 昭和54年

阿 賀 沖 北 油 田 〃 昭和56年

由利原油・ガス田 秋　田 昭和51年

岩船沖油・ガス田 新　潟 昭和58年

平成15年

勇 払 油 ・ ガ ス 田 平成元年

鮎 川 油 ・ ガ ス 田 秋　田 平成元年

（注）※海域（オフショア）油・ガス田
　　

－７－

北海道

11．国内基礎調査（試錐）

▲
小国

凡　例
　　基礎試錐実施地

平成16年度

＜ 基 礎 試 錐 ＞

新津

東海沖～熊野灘（　の三海域対象）

佐渡南西沖 ▲

▲

(左欄両作業
を一部継続）

南海トラフ

（H16 実績）

※平成17年度～24年度は実績なし。

昭和59年　7月

昭和59年　7月

昭和59年　9月

昭和59年10月

昭和59年12月

平成15年12月

平 成 2 年 1 2 月

平 成 7 年 1 2 月

平 成 8 年  1 月
▲

平成15年度

東海沖～熊野
灘 (＊) メタン
ハイドレート
対象

佐渡南西沖
（新潟沖）

佐渡南西沖
（新潟沖）

出典：資源エネルギー庁

海

　
　域

陸

　域

平成13年度

新 　 　 津
（新潟県）

(H14実績)

平成14年度

▲

▲
▲

▲

上越海丘
▲

平成25年度 平成28年度
上越海丘
（新潟沖）

島根・山口沖

生 産 終 了
平成5年3月
　

）

）

）

）生 産 終 了
平成19年7月

小国

島根・山口沖

新津

チカツプ
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ガ　ス

3. わが国の稼行鉱山（石油・天然ガス）数

 都道府県別

北　海　道
秋　　　田
山　　　形
福　　　島

新　　　潟

静　　　岡
長　　　野

東　　　京
千　　　葉

宮　　　崎

合　　　計

合　計石油・ガス 水 溶 性
ガ 　 ス

－６－ －15－

平成25年末 　12 　　11 　36 　59

平成26年末 　12 　　11 　35 　58

平成27年末 　13 　　11 　35 　59

生 産 量生 産 量 埋 蔵 量 埋 蔵 量R/P
(年)

R/P
(年)

ベネズエラ
ロ シ ア

イ  ラ  ン

ア メ リ カ
カ ナ ダ

日 　 　 本
世 界 合 計

　原　　油　（万㎘） 　天然ガス　（億m3）

　　BP Statistical Review of World Energy 2017年版
　　日本の原油・天然ガス埋蔵量は、平成28年度末の数値（天然ガス鉱業会）。
　　なお水溶性天然ガスの埋蔵量は上記には含まれていない。

12．わが国の一次エネルギー供給シェア
平成27年度 平成28年度（速報値）

石　　油　40.3％　

石　　炭　25.5％　

（出典）資源エネルギー庁HP「平成28年度エネルギー需給実績（速報）」

13．原油・LNG（液化天然ガス）の輸入状況（平成28年度）
原油輸入量
LN G輸入量

19,105万㎘
  8,096万㌧（1,133億m3）
（LNG１㌧は約1,400m3）

14．世界の原油・天然ガスの生産量と埋蔵量（平成28年末）

（出典）

 ⑴

⑵　石油 / 可燃性天然ガス別

（出典）資源・エネルギー統計年報（石油）（平成28年）

オーストラリア

サウジアラビア
ナイジェリア

中 　 　 国

イ ギ リ ス

ブ ラ ジ ル

カ タ ー ル

沖　　　縄

天然ガス　24.0％

原 子 力   　　   0.4％
水　　力　　3.6％　
再生可能　  3.5％　

　39.0％　

　25.0％　
　24.7％

　  0.7％
　　3.3％　
　  4.3％　

未活用　　  2.8％　 　  2.9％　

愛　　　知
山　　　口

平成25年末

5

2
1
1

16
4
1

5

9

59

11

4

0

平成26年末

5

2
1
0

16
4
1

5

9

58

11

4

0
－ －

平成27年末

59

5
9
2
1
0

11
17

4
1
0
－
5
4

71,695
25,885
15,117
13,988
65,158
5,877

26,695
11,022
71,669
11,912
2,083

23,209
55

534,793

762,993
2,727,038

200,876
4,783,960
1,741,050

40,423
2,518,560

401,380
4,236,634

589,286
63,354

407,915
568

27,136,053

11
105
13

342
27
7

94
36
59
49
30
18
10
51

12
14
16

166
56
5

165
134
77

118
38
39
13
53

7,492
1,520

235
343

5,794
410

2,024
1,812
1,094

449
912

1,384
23

35,516

87,139
21,713
3,717

57,016
322,710

2,070
335,000
242,991
84,271
52,843
34,714
53,662

291
1,865,739

平成28年末

63

6
9
2
1
0

11
17

4
1
1
1
5
5

平成28年末 　15 　　12 　36 　63

出典：鉱山保安統計（鉱山・火薬類監理官付）
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－16－ －５－

⑵  天然ガス 1,408億m3（原油換算14,079万㎘）

24,415

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ） 県 名 構成比(％)

そ　の　他

な か じ ょ う

く　　び　　き

ひがしにいがた

し ん た い な い

よ　　し　　い

あ　が　お　き　

にしかんばら

１
吉　　　　井         （  ＪＡPEX）

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

２

ひがしかしわざき
東 　 柏 　 崎  （INPEX）

４ 東　新　潟（ＪＡPEX/MGC）

５

中　　　　条 （JX）

６

頸　　　　城 

７

阿 　 賀 　 沖

北 海 道９

10

ゆ　う　ふ　つ
勇　　　　払（ＪＡPEX）

12

新　胎　内

みなみながおか
南 　 長 　 岡 （INPEX）

13

西　蒲　原（TOHO）15

岩　船　沖

17.3

140,786 100.0全 国 総 累 計 生 産 量

　（天然ガス１百万m3は原油１千㎘）

累計生産量

（単位：百万m3）

３

８

千 　 葉

千 　 葉

福 　 島

茂　　　原（KNG）☆
も　　ば　　ら

11

合 同 千 葉 （GS）☆
ご う ど う ち ば

14

磐 　 城 　 沖
い わ き お き

☆

JX　　  
GS　　  合同資源
TOHO　東邦アーステック

＊

＊

＊

＊

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

いわふねおき

：
：

（※1）

 JX石油開発

15.　世界の原油埋蔵量（平成28年末）

16.　世界の天然ガス埋蔵量（平成28年末）

単位：億KL、括弧内は構成比（％）

単位：兆m3、括弧内は構成比（％）

(注) 原油１億bblは約1,590万
出典：BP Statistical Review of World Energy(2017年版)

アフリカ
 203（7.5）

ＵＡＥ
  156（5.7）

イラン
  252（9.3）

アジア・大洋州
　77（2.8）

その他中南米 
56（2.0）

サウジアラビア
　424（15.6）

　 ヨーロッパ 
　  83（3.0）

その他中東
58（2.1）

ベネズエラ
　478（17.6）

　　　ロシア
　 32.27（17.3）

　　イラン
　33.50（18.0）

アジア・大洋州 
　17.54（9.4）

アフリカ
14.25（7.6）

　 トルクメニスタン 
　17.48（9.4）

中南米
　7.83（4.2）

北米
　10.89（5.8）

　 その他ヨーロッパ 
　6.94（3.7）

   その他中東 
　13.15（7.0）

カタール
24.30（13.0）

　　イラク
　  243（9.0）

(注)ガス１Tcf＝１兆立方フィートで約283億
出典：BP Statistical Review of World Energy(2017年版)

㎘として換算

m3

　　クウェート
　   161（5.9） 

　　　ロシア
　   174（6.4）

北米
　349（12.9）

＊

＊

＊

＊

＊

＊＊

＊

＊

＊

＊

＊＊

＊＊

＊＊

億KL
2,714

サウジアラビア 
　8.43（4.5）

か　た　か　い
片　　　　貝（ＪＡPEX）

 187
 兆m3

＊

（注）
：

　（＊印は生産終了）

 24,380 17.3

 12,045 8.6

 11,095 7.9

 9,969 7.1

 9,794 7.0

 7,955 5.7

 6,877 4.9

 6,043 4.3

 5,819 4.1

 5,168 3.7

 4,222 3.0

 4,073 2.9

 3,933 2.8

 2,624 1.9

 2,375 1.7

＊＊
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－4－

17.　平成２８年度エネルギーに関する年次報告　資源エネルギー庁
エネルギー白書2017（平成29年6月2日）抜粋

－17－

17,840

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ） 県 名 構成比(％)

八　　　　橋 （INPEX）

南 　 阿 　 賀 （INPEX）

頸　　　　城 

東　新　潟（JAPEX/MGC）

申　　　　川 (J A P E X )

吉　　　　井 (J A P E X )

見　　　　附 (J A P E X )

東 　 柏 　 崎  （INPEX）

阿 　 賀 　 沖  ＊

そ 　 の 　 他

や　　ば　　せ　

み な み あ が

く　　び　　き

ひがしにいがた

さ　る　か　わ

ゆ　う　ふ　つ

よ し い

勇　　　　払(J A P E X )

み つ け

ひがしかしわざき

あ　が　お　き　

秋 　 田

秋 　 田

秋 　 田

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

岩 　 船 　 沖  （※1）
い わ ふ ね お き

28.7

100.062,088全 国 総 累 計 生 産 量

　西山は高町、宮川、別山を含む。
　由利原は鮎川を含む。
　（＊印は生産終了）

⑴　原油　6,209万
2.　わが国の原油・天然ガス累計生産量一覧（平成28年度末）

累計生産量

（単位：千　）

＊

㎘ ㎘

北海道

由 　 利 　 原 ( J A P E X )  
ゆ　り　は　ら　

新 　 潟

南  長  岡   
みなみながおか

新　　　　　津　　＊
に　　い　　つ

西 　 　 　 山  ＊ 
に し や ま

（INPEX）

新 　 潟

新 　 潟

新 　 潟

5,725 9.2

5,449 8.8

3,585 5.8

3,398 5.5

3,320 5.3

3,026 4.9

2,960 4.8

2,822 4.5

2,556 4.1

2,419 3.9

2,284 3.7

1,831 2.9

1,757 2.8

1,683 2.7

1,434 2.3

第3部　第1章　第３節　石油・天然ガス等国産資源の開発の促進
国内のエネルギー・鉱物資源は、最も安定した資源であり、海洋の資源開発は新たな供給源となり得

る極めて重要な存在です。そのため、海洋基本法（2007年7月施行）に基づく「海洋基本計画」
（2008年3月策定、2013年4月改訂）を踏まえて「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」（2009年3
月策定、2013年12月改訂）を策定し、その開発を計画的に進めてきました。同開発計画では、鉱種ご
とに、開発の目標と達成に至る筋道、必要となる技術開発を明記するとともに、各省庁間の連携、国と
民間の役割分担、さらには、横断的配慮事項として、人材育成、国際連携、海洋の環境保全、国民の理
解促進に留意して、適切に開発を進めることとしています。なお、同開発計画における各資源に係る工
程表については、進捗に応じて、方向性の確認・見直しを行う予定です。

在来型の石油・天然ガスについては、我が国周辺海域の資源ポテンシャルを把握するため、エネル
ギー基本計画に基づき、三次元物理探査船「資源」により、毎年概ね6,000㎢、2018年度までに概ね
6.2万㎢の基礎物理探査を実施する予定です。2016年度までに4.8万㎢の探査を実施し、この中から70
箇所以上の石油・ガスポテンシャルがある構造が見出されています。引き続き、有望海域において基礎
試錐を機動的に実施します。また、これらにより得られた地質データ等をもとに、我が国の堆積盆地の
資源ポテンシャルの再評価を進めます。その成果は民間企業に引き継ぎ、探鉱活動の促進を図ります。

非在来型の天然ガスである水溶性天然ガスについては、我が国は世界最大の生産国であり、これらに
含まれるヨードの生産量は世界の3割以上（世界第2位）を占める重要な資源です。水溶性天然ガスの
生産量拡大や効率的開発を目指し、2015年3月に業界及び有識者からなる「水溶性天然ガス田の生産
に係る技術検討会」において取りまとめた、かん水還元強化技術の調査・試験を2015年度から実施し
ています。引き続き、我が国の貴重な国産資源である水溶性天然ガスの生産量拡大や地盤沈下対策を進
めます。

次世代のエネルギーとして期待されているメタンハイドレートは、メタンガスと水が低温・高圧の状
態で結合した氷状の物質で「燃える氷」とも称されます。

主に太平洋側に確認されている砂層型メタンハイドレートについては、2013年3月に、海域におい
て世界初となるガス生産実験（海洋産出試験）を実施し、6日間の連続生産に成功しました。現在は第
1回の海洋産出試験で明らかになった課題の解決等を主な目的とした、第2回の海洋産出試験に向けた
準備を進めており、2016年5月から6月にかけて試験海域において試験の実施に向けた事前の掘削作業
を実施しました。第2回の海洋産出試験は2017年４月から6月にかけて実施予定です。この結果を踏ま
えつつ、民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトの開始に向けて、国際情勢をにらみつつ技術
開発を進めてまいります。

また、主に日本海側に確認されている表層型メタンハイドレートについては、まず資源量把握が課題
であり、2013年度から2015年度にかけて、日本海側を中心に資源量の把握に向けた調査を実施し、
2016年9月に3年間の調査の検討結果の公表を行いました。調査の結果、メタンハイドレートが存在す
る可能性があるとされる「ガスチムニー構造」を合計で1,742か所確認するとともに、上越沖の1か所
においては、表層型メタンハイドレートの存在量を試算し、その結果を公表しました。この調査結果を
踏まえ、2016年後半から表層型メタンハイドレートの回収技術の調査研究を開始しました。今後は、
回収技術の調査研究を継続するとともに、これまでに収集された様々な測定データや地質サンプルの分
析・解析作業等を着実に進めていきます。さらに、回収技術の調査研究の進展に伴い、将来的に現場で
の回収試験等を行う際に必要となる情報を収集しておくため、海底下の地層における表層型メタンハイ
ドレートの分布、形態の特徴やその周辺の地盤の特性等を解明するための調査を実施します。

29-142690 2018年版ノート.indd   6 2017/12/20   17:07:48



⑵　天然ガス　28億m3（原油換算280万㎘）

（天然ガス１百万m3は原油１千㎘）

２

５

６

７

８

９

10

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ）

県 名 増 減生 産 量

　（単位：百万m3）

（対前年度）
構成比（％）

１ 南  長  岡（INPEX）

大　　洋（ISE）☆

その他

みなみながおか

合同千葉（GS）☆
ごうどう ちば

合 　 計

新 潟

新 潟

2,795

３

４

吉　　井（JAPEX）
よ 　 し 　 い

100.0

－３－

東　　金（AGC）☆
と う が ね

千 葉

千 葉

千 葉

た い よ う

東新潟（ＪAPEX/MGC）
ひがしにいがた

82

新 潟

岩　船　沖（※1）
い わ ふ ね お き

ゆ う ふ つ

か た か い

勇　　払（ＪAPEX）

茂 原（KNG）☆
も ば ら

千 葉

北海道

片　　貝（ＪAPEX）

新 潟

新 潟

 1,340  125  47.9

 421  37  15.1

 178  －8  6.4

 176  －14  6.3

 120  －1  4.3

 109  －33  3.9

 106  －18  3.8

 84  －7  3.0

 33  0  1.2

 32  －1  1.1

 196  1  7.0

18．   平成２８年後半から２９年の主な動き

KNG  　　関東天然瓦斯開発
GS    　　合同資源

　：
　：

： 旭硝子AGC
： 伊勢化学ISE

（☆印は水溶性天然ガス）

（注）

－18－

平成28年
 10月：

：

：
：
：
：

11月：
12月：

211（279）
合格者数

　　　　　　　　　　［平成28年度　鉱場技術保安管理士試験結果］

受験者数 合格率 法令試験合格率 技術試験合格率
48（83） 22.7％（29.7） 29.9％（32.8） 63.5％（62.9）

（　）は１科目受験を含む全受験者

187（278）
合格者数

　　　　　　　　　　［平成29年度　鉱場技術保安管理士試験結果］

受験者数 合格率 法令試験合格率 技術試験合格率
36（84） 19.3％（30.2） 34.2％（41.1） 34.0％（33.7）

（　）は１科目受験を含む全受験者

天然ガス鉱業会が、平成 27 年度揮発性有機化合物（VOC）排出抑制に係る自主行動計画の進捗状況を報告。
石油資源開発㈱が、福島県相馬港における天然ガス火力発電事業の事業化決定並びに本事業への三
菱ガス化学㈱を含む新パートナー参画による事業の推進について公表（10 月 11 日）。
鉱山保安推進協議会が、同会会長表彰式を経済産業大臣表彰式と合同で開催（10 月 12 日）。
国際石油開発帝石㈱が、富山ライン建設工事の竣工式を執り行い、ライン全体の供用開始を公表（10 月 28 日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 28 年度鉱場技術保安管理士試験を全国７会場で実施（10 月 28 日）。
国際石油開発帝石㈱が、山口県及び島根県沖合における試掘調査の終了を公表（10 月 28 日）。

「独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法の一部を改正する法律」が公布・施行（11 月 16 日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 28 年度鉱場技術保安管理士試験の合格発表（12 月２日）。

平成29年
 2月：

4月：
5月：

：
6月：

：

：
：

7月：
：

：
10月：

：
：

：

：
11月：

12月：

 ：

資源エネルギー庁が、「本邦における資源開発の在り方に関する検討会」の検討結果をとりまとめ、
公表（２月 24 日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験の現場作業を試験海域にて開始（４月７日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験のガス生産実験を開始（５月４日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験のガス生産実験を一時中断（５月 15 日）。
JOGMECが、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験の 2 本目の生産坑井でメタンガスの生産を
確認（６月５日）。
石油資源開発㈱が、勇払ガス田の既発見未開発層である滝ノ上層における原油開発の開始について
公表（６月 22 日）。
JOGMEC が、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験を終了（６月 28 日）。
経済産業省総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会が、資源・燃料政策全体の検討課題の方向
性に関し最終報告書をとりまとめ（６月 30 日）。
JOGMEC が、第 2 回メタンハイドレート海洋産出試験の現場作業を終了（７月７日）。
三菱ガス化学㈱及び㈱東邦アーステックが協賛し、新潟日報社がみらい大学みらい学科「誇れる資
源力Ⅱ」天然ガスとヨウ素生産現場見学会（７月 29 日）、トークセッション＆科学実験ショー（９
月３日）を開催。
石油資源開発㈱が、「福島天然ガス発電所」建設工事の着工について公表（７月 31 日）。
天然ガス鉱業会が、平成28年度揮発性有機化合物（VOC）排出抑制に係る自主行動計画の進捗状況
を報告。
鉱山保安推進協議会が、同会会長表彰式を経済産業大臣表彰式と合同で開催（10 月 11 日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 29 年度鉱場技術保安管理士試験を全国７会場で実施

（10 月 27 日）。
経済産業省が、LNG 市場の生産者、消費者双方の最新の動向について認識を共有するため「LNG
産消会議 2017」を開催（10 月 18 日）。
天然ガス鉱業会が創立 60 周年記念式典を開催（10 月 31 日）。
石油資源開発㈱が、相馬 LNG 基地と仙台新潟ライン岩沼バルブステーションを結ぶ相馬・岩沼関
ガスパイプラインの供用開始を公表（11 月１日）。
保安管理マスター制度運営委員会が、平成 29 年度鉱場技術保安管理士試験の合格発表（12 月１日）。

石油資源開発㈱が、12 月１日に相馬 LNG 基地の試運転を開始し、同６日に LNG 船第一船が入港
したことを公表（12 月４日、６日）。
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原 油

（例）岩船沖原油（中質油）の性状
 ガソリン分
 灯油分
 軽油分
 重油分以上

30％（vol.)
10％
10％
50％

 硫黄分 0.4％（wt.）

天然ガス

（例）東新潟ガス田　 （構造性ガス）：メタン87％
　　　南長岡ガス田　 （構造性ガス）：メタン83％
　　　茂 原 ガ ス 田 　（水溶性ガス）：メタン99％

　：各種の液状炭化水素を主成分とし、微量の硫黄、窒素等を含む。

　　　：坑口から産するガスはメタンを主成分とする。比重は空気に対
して約0.56と軽い。

水溶性天然ガスとヨード（I2）：わが国のヨードの生産量は、10,180
トン（平成28年）で、主として水溶性天然ガスの付随水（かん水）から
生産され（うち千葉県8,260トンで、全体の約81％、新潟県1,070トン、
宮崎県850トン）、世界のヨード生産量33,280トン（推定値）の約31％
を占め、チリ（19,000トン（推定値））に次ぐ世界二位の生産量を誇る。

ＬＮＧ（Liquefied Natural Gas)：天然ガスを-162℃以下に冷却して液化
にしたものである。体積は、気体の約1/600になり輸送・貯蔵に便利となる。
ＬＮＧは専用タンカーで海上輸送され、受入基地のタンクに貯蔵された後、
ＬＮＧ気化装置によって天然ガスに戻され消費者に供給される。

メタンハイドレート：メタン分子を水分子が包摂するかご状構造の結晶で、
氷状の水和物である。海洋底、永久凍土地帯等に存在することが知られ、
非在来型ガス資源としてそのポテンシャルと今後の開発に期待がかけられ
ている。

シェールガス：主に砂岩層が貯留層となっている従来のガス田ではなく、泥岩
（頁岩=シェール）層に含まれる非在来型天然ガスの一種である。砂岩層
と比較して孔隙率、浸透率ともに非常に低いため1坑井あたりの生産レー
トは在来型に比べて1桁以上低く、生産量確保のためには多くの坑井数を
必要とする。シェールガスの可採埋蔵量は6千tcf以上と推定されている。

－２－

⑴ 用 語 メ モ

－19－

　55万㎘

２

３

４

５

６

７

８

９

10

油 ・ ガ ス 田 名
（ 事 業 者 名 ） 県 名 増 減生 産 量

（単位：千㎘）

構成比（％）

１ 南 長 岡（INPEX）

吉　　井（ＪＡPEX）

申　　川（ＪＡPEX）

その他

みなみながおか

や ば せ

よ 　 し 　 い

さ る か わ

い わ ふ ね お き
岩　船　沖（※1）

八　　橋 （INPEX）

由利原（ＪＡPEX）（※2）
ゆりはら

合 　 計

新 潟

秋 田

549

新 潟

新 潟

100.0

（注）

※1    日本海洋石油資源開発、石油資源開発、三菱ガス化学     　
　　（※印は海洋プロジェクト、下線はオペレーター）
※2    由利原には鮎川も含む

（対前年度）

秋 田

⑴　　原 油

片　　貝（ＪＡPEX）
か た か い

29－

秋 田

ゆ う ふ つ
勇　　払（ＪＡPEX） 北海道

南 桑 山 （INPEX）
みなみくわやま

新 潟

新 潟

東新潟（ＪＡPEX/MGC）
ひがしにいがた

新 潟

 180 16 32.7

 88 －12 16.0

 68 －6 11.7

 64 －15 12.3

 35 －4 6.4

 34 －4 6.3

 19 0 3.5

 13 －1 2.4

 12 －1 2.1

 9 －1 1.7

 27 0 4.9

1.　わが国の原油・天然ガス生産量一覧（平成28年度）

INPEX
JAPEX
MGC

：国際石油開発帝石
：石油資源開発
：三菱ガス化学
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⑵　地質年代表

完新世

更新世

鮮新世

中新世

漸新世

始新世

暁新世

後期

前期

Holocene

Pleistocene

Pliocene

Miocene

Oligocene

Eocene

Paleocene

Late

Early

0.0117

2.588

5.332

23.03

33.9

55.8

65.5

99.6

145.5

161.2

175.6

199.6

228.7

245.9

251.0

299.0

359.2

416.0

443.7

488.3

542.0

参考：わが国の主要な油・ガス田の産出層は新第三紀層であるが、
　　　世界的には白亜紀のものが多い。

出典：International Commission of Stratigraphiy（ICS）（2009年）

新生代

代
Era

紀
Period

世
Epoch

中生代

古生代
Paleozoic

Mesozoic

Cenozoic

第四紀
Quaternary

三畳紀
Triassic

白亜紀
Cretaceous

新第三紀

後期

Neogene

Late
中期

前期

前期

後期
Late
中期

古第三紀
Paleogene

ジュラ紀
Jurassic

年代
百万年前

ペ ル ム 紀

石 炭 紀

デ ボ ン 紀

シ ル ル 紀

オ ル ド ビ ス 紀

カ ン ブ リ ア 紀

先カンブリア時代

P e r m i a n

Carboniferous

D e v o n i a n

S i l u r i a n

O r d o v i c i a n

C a m b r i a n

Pre-Cambr ian

目　　　次

< 参考資料 >

2

4
6

7

8

8
9

9

10

12

14

15

15

15

16
16

17

18

　 　

⑴  用語メモ  ……………………………………………………………………

⑵  地質年代表  …………………………………………………………………

<表紙裏>
⑴  会員名簿

⑵ 国内石油・可燃性天然ガス資源政策の内容と経過………………………21

19

20

1.　わが国の原油・天然ガス生産量一覧（平成28年度）……………………

2.　わが国の原油・天然ガス累計生産量一覧（平成28年度末）……………

3.　わが国の稼行鉱山（石油・天然ガス）数…………………………………

4.　油・ガス田の発見と開発……………………………………………………

5.　わが国の原油・天然ガス可採埋蔵量（平成28年度末）…………………

6.　海洋石油・天然ガス開発プロジェクトの現状……………………………

7.　わが国の原油・天然ガス生産量推移………………………………………

8.　需要先別天然ガス出荷・消費量（平成28年度）…………………………

9.　主要な天然ガスパイプライン及びＬＮＧ関連施設  ………………………

10. わが国の油・ガス田分布図…………………………………………………

11. 国内基礎調査（試錐）………………………………………………………

12. わが国の一次エネルギー供給シェア………………………………………

13. 原油・ＬＮＧ（液化天然ガス）の輸入状況（平成28年度）……………

14. 世界の原油・天然ガスの生産量と埋蔵量（平成28年末）………………

15. 世界の原油埋蔵量（平成28年末）…………………………………………

16. 世界の天然ガス埋蔵量（平成28年末）……………………………………

17. エネルギー白書２０１７（抜粋） …………………………………………

18. 平成２８年後半から２９年の主な動き ……………………………………

Middle

Early

Middle

Early

29-142690 2018年版ノート.indd   3 2017/12/20   17:07:47



天 然 ガ ス 鉱 業 会 会 員

天 然 ガ ス 鉱 業 会 会 友

（03） 3218-5741

（03） 3242-0520

（0475） 23-1313

（03） 3566-0341

（03） 5572-0200

（03） 6275-5241

（03） 6257-6000

（025） 377-7131

（03） 3270-5341

（03） 5847-5850

（03） 6268-7400

（0475） 33-3553

（025） 245-2211

（03） 6253-2225

（03） 3283-5146

千代田区丸の内1-5-1新丸の内ビル

中央区京橋1－3－1八重洲口大栄ビル

茂原市茂原661

中央区京橋2-12-6 東信商事ビル

港区赤坂5-3-1赤坂Bizタワー

千代田区大手町1-1-2JXビル

千代田区丸の内1-7-12サピアタワー

新潟市西区黒鳥1450

中央区日本橋本町4-8-15ネオカワイビル

中央区日本橋堀留町2-4-3新堀留ビル

千代田区丸の内1-7-12サピアタワー

長生郡白子町南日当 2508番地

新潟市中央区東大通1-2-23北陸ビル

港区東新橋1-5-2 汐留シティセンター

千代田区丸の内2-5-2三菱ビル

国内石油・可燃性天然ガス資源政策の内容と経過
旭 硝 子

伊勢化学工業

関東天然瓦斯開発

㈱

国際石油開発帝石

J X 石 油 開 発

石油資源開発

㈱

日 宝 化 学

日本海洋掘削

日本海洋石油資源開発

日本天然ガス

北 陸 ガ ス

三 井 化 学

三菱ガス化学

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

㈱

東邦アーステック

合 同 資 源

100-8405

104-0031

297-8550

104-0031

107-6332

100-8163

100-0005

950-1123

103-0022

103-0012

100-0005

299-4205

950-8748

105-7117

100-8324

北海道、北海道遠別町、北海道新冠町、北海道豊富町、北海道稚内市、秋田県、秋田県にかほ市
秋田県由利本荘市、山形県、山形市、新潟県、新潟市、茨城県、千葉県、千葉県習志野市、千葉
県東金市、三重県、大分県、沖縄県、沖縄県宮古島市

（一財）エンジニアリング協会、（一社）日本海事検定協会、（一財）日本海事協会、（一社）日本ガス協会、㈱IHI
秋田県天然瓦斯輸送㈱、アズビル金門㈱、エア・ウォーター㈱、エスケイエンジニアリング㈱
エスケイ産業㈱、大多喜ガス㈱、桐生ガス㈱、㈱クラレ、京葉ガス㈱、京葉パイプライン㈱
J F E エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱ 、 清 水 建 設 ㈱ 、 ㈱ ジ ャ ペ ッ ク ス パ イ プ ラ イ ン 、 白 石 工 業 ㈱
新日鉄住金エンジニアリング㈱、㈱地球科学総合研究所、敦井産業㈱、DNV GL AS
帝石削井工業㈱、帝石パイプライン㈱、㈱テルナイト、東海ガス㈱、東京ガス㈱、東京メータ㈱
東部ガス㈱、東北天然ガス㈱、新潟交通㈱、日鉄住金パイプライン&エンジニアリング㈱
日本オイルエンジニアリング㈱、㈱日本政策投資銀行、PPT エナジートレーディング㈱、
㈱物理計測コンサルタント、㈱三井住友銀行、三菱重工業㈱、三菱商事石油開発㈱、
㈱ミンガス、㈱守谷商会、八洲電機㈱

1.　石油天然ガス資源開発５カ年計画（昭和30年度～平成11年度）
(1) 第１次５カ年計画（昭和29年９月）（昭和30年度～36年度）
　　　わが国における石油の総合的・統一的な探鉱及び二次採取法の計画を策定する。
　　　既存油田と新油田からの生産及び二次採取の実施により、５カ年計画終了時に年間100万  
　　㎘の原油生産を確保する。
　　
(2) 第２次５カ年計画（昭和36年９月）（昭和37年度～40年度）
　　　第１次計画の油のみの対象に対し、天然ガスも加えた一括した総合探鉱計画とする。

(3) 第３次５カ年計画（昭和40年８月）（昭和41年度～44年度）
　　　技術力の進歩を踏まえ、深層探査及び海上掘削により未探鉱地域の探鉱を促進する。
　　　また、海域における探鉱範囲を拡大するため、海洋掘削装置を新たに調達する。

(4) 第４次５カ年計画（昭和44年７月）（昭和45年度～48年度）
　　　大陸棚の全域にわたる基礎物理探査及び東北日本海側陸域深層部、北海道、九州の新地域
　　における白亜紀層を重点とする基礎物理探査と基礎試錐を実施する。

　４-⑴第４次５カ年計画の修正（昭和49年６月）（昭和49年度～51年度）
　４-⑵第４次５カ年計画の修正（昭和51年12月）（昭和52年度～54年度）
　　　　第４次５カ年計画で行われてきた水深200m以浅の海域での基礎物理探査を拡大し、水
　　　深200m以深の大陸斜面から深海部について基礎物理探査を行うこととする。

(5) 第５次５カ年計画（昭和54年７月）（昭和55年度～59年度）
　　　海域は水深200-500mの対象海域における基礎試錐及び水深500-2,000mの対象
　　海域における基礎物理探査を、陸域は東北日本海側以外の石油・天然ガス賦存可能性が高い
　　新地域において基礎物理探査及び基礎試錐を実施する。

(6) 第６次５カ年計画（昭和59年８月）（昭和60年度～平成元年度）
　　　陸域、海域ともに基本的な調査はほぼ一巡したため、一部地域を除き未探鉱の深部層（日
　　本海側においては深部火山岩（グリーンタフ）、北海道においては古第三紀層及び白亜紀層）
　　に重点をおき基礎調査を実施することとする。

(7) 第７次５カ年計画（平成元年７月）（平成２年度～６年度）
　　　基礎調査の最重点は、「第６次５カ年計画」とほぼ同じ。基礎調査において技術開発の実
　　証・活用を行うこととする。

(8) 第８次５カ年計画（平成６年６月）（平成７年度～11年度）
　　　新地域の深部グリーンタフ、古第三紀層、白亜紀層、新しい型の鉱床の調査及びメタンハ
　　イドレートなどの非在来型天然ガスの基礎的研究・調査を実施することとする。

2.　国内基礎調査実施検討委員会の設置（平成12年度～）
 ・ 平成12年8月、石油審議会開発部会基本政策小委員会国内石油・天然ガス基礎調査検討ＷＧ
　　が今後の基礎調査のあり方について取りまとめた。以後は、従来の年次計画方式を廃止し、
　　資源エネルギー庁資源燃料部内に設置された国内基礎調査実施検討委員会の審議を経て、基
　　礎物理探査及び基礎試錐の実施場所を選定することとした。

(1) 平成20年2月に三次元物理探査船「資源」を公船として導入した。
(2) 平成21年3月、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画を策定し、平成30年度までに三次元基礎
　　物理探査を約6.2万平方キロメートル実施する等の目標を設定した。
(3) 平成２５年１２月、海洋エネルギー・鉱物資源開発計画を改定し、三次元物理探査を年間６０００
　　平方キロメートル実施する等の目標を新たに設定した。　
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